
中央構造線における供用中のⅠ期線に近接したトンネルの施工 
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(株)大林組  正会員  〇平本 竜也  木野村 有亮 

１．はじめに  

 西日本高速道路(株)は「高速道路における安全・安心基本計画」における防災・減災、国土強靭化の一環と

して高速自動車道路の 4車線化を進めている。松山自動車道では、付加車線事業として伊予 ICから内子五十

崎 IC間の約 6.3ｋｍ区間の工事を行っている。このうち当社は、山岳トンネル(L=2,545ｍ)と、その前後の切盛

土工(L=1,526m)を施工している。 

２．工事の特徴 

（１） 地形・地質の特徴 

 貫通側坑口付近の地質縦断図を図-1 に示

す。貫通点付近は中央構造線断層帯の活動に

伴って堆積した和泉層群と、崩積土、貫入する

安山岩により構成されている。さらに、複数の

地すべりブロックが折り重なる地すべり地帯

であり、地質の変化に富んだ地山である。 

（２） Ⅰ期線施工時の状況 

 1996～1999年のⅠ期線トンネル掘削時には、

貫通側坑口から 90～270mの区間において、最

大内空変位 244mm、最大天端沈下 238mmが発

生した記録が残されている。(図-2)当時、変位

増大や湧水の発生に伴い、補助工法が増設され

た。 

（３） 供用中のⅠ期線との近接施工 

 図-3 にⅠ期線とⅡ期線の離隔を示す。離隔

は 2～3Dで供用中のⅠ期線と近接施工である。

NEXCO 西日本(株)における近接施工 1)の分類

として、静的影響と動的影響を考慮した設計と

なっている。 

３．技術的課題 

 先述の特徴から、坑口部の不良地山では、

補助工法を併用した早期閉合を実施しても切羽

が自立しなくなるおそれがあった。また、供用中

のⅠ期線への影響を抑える必要があったため、十

分な観察と計測を実施し、その結果を早期に施工

へ反映する手法が求められた。 

そのため、当初設計されていた変位抑制策を有

効活用し、尚且つ、不測の事態にも対応可能な施

工方法で、安全に掘削を進めることが課題であった。 
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図-1 地質平面図(貫通側) 

図-3 離隔概要図 

図-2 Ⅰ期線施工時の計測結果(下グラフ)とⅡ期線地質(上図)
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４．解決策 

 解決策として、上半先進時の地山挙動に基づいて、多様

な地山状況に柔軟に対応できる「上半先進ショートベンチ

カット工法」に「上半仮インバート吹付けによる早期閉合

(以下、「仮閉合」と記す。)」を併用することとした。イ

ンバート吹付け(以下、「本閉合」と記す。)は当初設計通

りとした。本工法であれば、上下半ともに掘削から閉合完

了までの時間を最短 4.5時間まで短縮することができる。

当初設計では上半掘削から本閉合完了までに最短 54 時間

かかることから、変位抑制の観点からも有利である。設計

と変更の工法比較を表-1 に示す。 

５．結果と考察 

 地すべり影響範囲から約 100m 手前の TD2,300m より、

変更した工法で掘削を実施した。 

最初の上半先進時に、切羽離れが 3D 付近となるまで水

平変位が大きく発生し、さらにⅠ期線への影響が計測され

た。Ⅰ期線の計測結果を図-4 に示す。 

この結果から、下半掘削時に仮閉合を一時撤去する際、

再度大きな変位が発生すると予想し、対策として上半両脚

部に水平方向の増ロックボルト打設を追加した。また、本

閉合でのインバート吹付けの初期強度を補強し、初期変位

に抵抗すること、およびⅠ期線への影響を低減することを

目的として、インバートストラット(HH-200)を追加した。 

 上記対策を実施した後のⅡ期線内空変位測定結果を図-

5 に示す。下半施工に伴って、仮閉合を一時撤去した際に

水平変位が大きく発生しているが、本閉合実施後 1Dで収

束傾向を示している。 

 また、図-6 に鋼アーチ支保工軸力計測結果を示す。下半

施工時に軸力が解放されているが、その後すぐに圧縮力を

負担し、軸力を伝達していることが読み取れる。A計測結

果と合わせ、早期の変位収束と初期強度の負担を確認す

ることができた。 

６．おわりに 

 上半先進時の結果を考察し、以後の掘削で対策工を実

施したことで、供用中のⅠ期線の安全を確保しつつ、無

事に掘削することができた。類似した条件のトンネル現

場への参考となれば幸いである。 
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表-1 工法比較 

図-4 Ⅰ期線計測結果(TD2,344m) 

図-5 内空変位測定結果(TD2,350m) 

図-6 鋼アーチ支保工軸力測定結果(TD2,365m) 
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